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　１．はじめに 

 

　平成27-28年に国の研究会[1]において、沿岸海底下を含む沿岸部での地層処分が議論され、課題が抽出され

た。我々はこれを踏まえ、沿岸海域の隆起量評価に取組んでいる。昨年度は、後期更新世以降の隆起運動の一

様傾動モデル(隆起量分布の平面近似モデル)を構築し、データセットの違いがモデルとその外挿から見積もら

れる海域の隆起量に大きく影響することを報告した[2]。これを受け、本発表では、モデルの絞り込みと

データ・モデルの不確実性の評価方法について検討する。 

 

　２．研究手法 

 

　概要調査を念頭に、基本的には従来手法を踏襲する。陸域では、段丘に関わるデータ(段丘を構成する地

質、テフラなどの年代情報など[3, 4など])を収集し、段丘編年を検討する。続いて、後期更新世の隆起量の指

標となる海成・河成段丘の分布から[5など]、隆起量分布を把握する。隆起量分布から三次元の隆起運動モデル

を構築し、それを海域へ外挿する。モデルの検証として、新第三紀以降の地史を考慮した考察を行う。不確実

性の検討として、仮想的なものも含め、段丘編年に関わる複数のモデルに基づく海域の隆起量評価を行い、比

較・検討する。 

 

　３．事例研究 

 

　段丘が広く分布し、後期更新世以降の隆起量が比較的大きいことで知られる宮崎平野中・北部を取り上げ

た。 

 

　(1) 後期更新世以降の隆起量モデル 

　先行研究の再検討を行い、これらで示された段丘の対比・編年を踏襲した。よって、基本データセットと構

築された後期更新世以降の陸域の平均的な隆起モデルは、幡谷ほか[2]と同じ一様傾動モデルである。 

 

　(2) 地質構造からのモデルの絞り込み 

　鈴木[6]の走向線図並びに海上音波探査記録の再解析によれば、宮崎層群は現海岸線よりも東に振れた北北東

走向・東南東傾斜の同斜構造を示している。これは宮崎層群堆積以降の運動の反映と解釈できる。 

　また、海上音波探査記録の再解析によれば、宮崎層群と上位更新統の地表境界は、北北西方向を呈す。ま

た、海域の宮崎層群分布域には多数の谷が刻まれているのに対し、更新統分布域はなだらかな陸棚地形を呈

す。これらは更新世における北北西方向の汀線の存在と東北東方向の傾動を示唆する。 

　一方、九州中・南部は、測地(GPS)により反時計回りの運動をしていることが知られている[7など]。 

　以上により、少なくとも宮崎層群堆積時から現在に至るまでの反時計回りの回転運動が考えられる。このこ

とから、この地域の後期更新世以降の隆起運動は、東北東への傾動と考えるのが妥当であろう。 
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　(3) 　隆起モデルとその外挿の不確実性の検討 

　基本データセットより一部を割愛したもの、一部のデータを差し替えたもの(別の編年の作業仮説に基づ

く)から作ったモデル群に基づき、外挿した沿岸海域の後期更新世の平均隆起速度分布を比較した。今回の検討

では、段丘編年の違いよりも、データの量による見積の差異が大きかった。 

 

　４．まとめ 

 

　陸域の隆起モデル(作業仮説)は、隆起量のデータセットに依存する。考えうるデータセットから構築された

モデルの絞り込みの方法として、地史的な検討が考えられる。また、データセットの不確実性の影響は、今回

は、段丘編年の違いよりも、データの量(分布)が大きかった。引き続き研究事例を蓄積したい。更に、これら

は、内陸部を含む広い範囲での隆起量分布の把握が重要であり、MIS5e段丘以外の時代に形成された段丘も指

標にした隆起量データの取得の必要性を示している。 
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